
 

小学校の特別支援学級（肢体不自由）担任と外部専門職との協働に関する調査研究 

 

  西丸 香輝 

Ⅰ 問題 

 中央教育審議会(2012)は「共生社会の形成に向

けたインクルーシブ教育システム構築のための特

別支援教育の推進（報告）」にて，就学基準に該当

する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学

するという従来の就学先決定の仕組みから，総合

的な観点により，就学先を決定する仕組みへと改

めた。そのため，肢体不自由児も小学校に在籍し

ている傾向がある（三嶋・内海・池田・安藤，2018）。 

 学校現場においては，特別支援教育への対応と

いった複雑化・多様化した課題を解決していくた

めに，チームとしての学校の在り方として，教員

以外の専門スタッフの参画を提唱している（中央

教育審議会，2015）。特別支援学校（肢体不自由）

（以下，肢体特別支援学校とする。）では，PT，OT，

STといった外部専門家を 152校中 110校（77.5％）

が活用していたり（佐藤・藤井・武田，2015），PT

の有資格者が 212校中 57校（26.9％）に勤務して

いたり（石倉，2015）と，教員以外の専門スタッ

フを積極的に参画させている。小学校の特別支援

学級（肢体不自由）（以下，肢体特別支援学級とす

る。）においても，「実態や障害特性を把握するた

めに活用している方法」として，PT等の外部専門

家による意見の聞き取りを 1054 校中 735 校

（69.7％）が行っていたり（独立行政法人国立特

別支援教育総合研究所，2011），特別支援学校のセ

ンター的機能を 717校のうち 63.5％が活用してい

たり（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所，

2016）と，専門スタッフの参画がうかがえる。 

 しかし，小学校の肢体特別支援学級において，

PT等の外部専門家の活用報告は散見されたが，Dr

や Ns を含めて幅広く外部専門家を捉えて，どの

ような課題に対してどの職種を活用しているかと

いう実態は明らかになっていない。また，小学校

における専門スタッフとして，特別支援学校も挙

げられていることから，外部専門家を含めた「外

部専門職」に関する活用実態を明らかにすること

は意義があると考える。 

 

Ⅱ 目的 

 本研究では，小学校の肢体特別支援学級担任経

験のある教員に肢体不自由児への指導上の取組に

おける課題の有無と校内および外部専門職を活用

しての解決状況，並びにその関連要因，他者との

協働に関する意識を明らかにすることを目的とす

る。これらを踏まえて，特別支援学校が中心とな

って小学校の肢体特別支援学級担任教員と外部専

門職との協働を促進するための方策を検討する。 

 

Ⅲ 研究Ⅰ 

１ 目的 

 肢体不自由児への指導上の取組における課題の

有無と校内および外部専門職を活用しての解決状

況，並びにその関連要因を明らかにする。 

２ 方法 

 インターネットにて「各都道府県名＿小学校＿

特別支援学級＿肢体不自由」と検索し，市区町村

のホームページ等で小学校に肢体特別支援学級が

設置されている又は過去に設置されていたことを

確認することができた 30 都道府県 540 校から，

層化抽出法（比例配分法）を用いて各都道府県の

総数から 60％以下にならないように都道府県ご

とに学校数を決定し，各々無作為抽出した小学校

320 校を対象とした。そのうち，研究協力が得ら

れた 62 校に郵送による質問紙調査を行い，回答

のあった 44校 44名の結果を集計した。調査項目

は，独立行政法人国立特別支援教育総合研究所

(2016)等を参考にして作成し，予備調査で確定し

た，1）回答者の属性，2）担当児童の実態，3）他

者との協働の必要性，4）指導上の取組における課

題の有無と校内および外部専門職活用による解決

状況，5)外部専門職への期待感とした。 

３ 結果と考察 

 児童の実態について，表 1より，下肢の機能障 



 

 

 

害が 9割以上にあった。また，表 2より，随伴す

る困難さとして，視知覚面の困難さを約半数以上

有していた。これらのことから，脳室周囲白質軟

化症による脳性まひに類似した困難さがある（君

塚，2010）ことが示唆された。この実態の背景と

して，脳性まひ児が肢体特別支援学校におよそ

45％通学していることから最多疾患とされている

（米山，2008)。よって，小学校においても脳性ま

ひ児が多かったり，脳性まひ児に類似した困難さ

を有していたりする児童が多いことが推察された。 

協働の実態について，教員全員が他者との協働

を「必要である」と回答していた。図 1より，校

内（個人および校内職員によるチーム）での課題

解決方法としては，個人で解決するよりも校内職

員とチームを組んで解決する方が多い結果が示さ

れた。外部専門職の活用においては，表 3，4より，

6 割以上の教員が活用していた一方で，活用でき

なかったケースも 2割弱みられた。これらのこと

から，小学校の肢体特別支援学級担任教員は，協

働性の意識が高いことが示唆された。先行研究に

て，特別支援学級担任教員は特別支援学級の教育

課程の編成等の責任主体がほぼ学級担任になって

いることから，特別支援学級担任教員の負担増加

や孤立の問題に繋がっていることが指摘されてい

る（佐藤・浦野，2017）。また，外部専門職を活用 

 

 

 

 

した教員数と取組数が一致していないことから，

課題と捉えた取組の全てに対して，外部専門職を

活用しきれていないことが示唆された。この要因

としては，肢体特別支援学校による地域支援の課

題の一つである，相談内容の長期化・多様化の現

状（安藤・池田・甲賀・大木，2013）が関連して

いると推測する。この背景として，以前から特別

支援学級担任教員等からの相談を進めているうち

に，相談内容に広がりが出てきてしまう（佐藤，

2009）ことから，一回の相談で完結できないこと

が考えられる。よって，小学校においても校内・

外と協働していることが示唆されたが，外部専門

職との活用においては課題が生じていることが推

察された。 

活用した外部専門職について，表 5より，特別

支援学校が延べ 61 件の活用に対して，外部専門

家が延べ 70 件の活用であった。その内訳につい

て， 図 2より，PTが 25件と最も多かった。これ

らを特別支援学校と PT 等の外部専門家を職種別

に比較してみると，特別支援学校単体の方が多く

活用されており，かつ，18項目全ての取組におい

て活用がみられた。これらのことから，小学校に

おいては，特別支援学校の方が幅広く活用されて

いることが示唆された。よって，外部専門職とし

て，特別支援学校が外部専門家よりも優位である

ことが推測された。 

外部専門職活用の有無の要因として，教職経験

年数，特別支援学級経験年数，特別支援教育経験

の有無，特別支援学校からの外部専門職に関する

理解啓発の有無，児童の実態を直接確立検定にて

関連性を調べた結果，特別支援教育経験の有無に

のみ，有意水準 5％で有意な差が認められた（表

6）。したがって，通級指導教室や特別支援学校を 

項目 人数（％）

下肢 41（93.2）

上肢 23（52.3）

体幹 20（45.5）

表1　肢体不自由による機能障害の部位

（複数回答，n=44）

項目 人数（％）

視知覚面の困難さ 25（56.8）

認知面の困難さ 19（43.2）

知的障害 19（43.2）

視覚の困難さ 11（25.0）

なし 8（18.2）

その他 10（22.7）

表2　随伴する困難さ（複数回答，n=44）

図1　校内（個人および校内職員によるチーム）での課題解決方法
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項目 人数（％）

活用した 30（68.2）

活用していない 14（31.8）

合計 44（100.0）

表3　外部専門職の活用の有無（教員別）

項目 件数（％）

活用した取組 115（18.4）

活用しなかった取組 509（81.6）

合計 624（100.0）

表4　外部専門職の活用の有無（取組別）



 

 

経験している教員が経験していない教員よりも，

外部専門職を活用している教員が多いことが示唆

された。小島・吉利・石橋・平賀・片岡・是永・

丸山・水内(2011)は小・中学校の通常学級担任が

特別支援教育を経験したことによって，「特別支援

教育に対する理解と技能」「特別支援教育に対する

積極的な評価・関心と学習・研修の必要性」等の

能力や意識が高まることを指摘している。よって，

本研究結果から，特別支援教育を経験していたこ

とにより，外部専門職に関する認知や活用による

成果などを理解していることが推察された。 

 

Ⅳ 研究Ⅱ 

１ 目的 

「課題と捉えた指導上の取組の有無」と「外部

専門職を活用しての解決状況」に関して，活用経

験または期待感を抱いている肢体特別支援学級担 

 

 

 
 

任に対して，指導上の取組にて課題と捉えた背景

と実際に受けた又は期待した支援内容および他者

との協働に関する意識を事例的に明らかにする。 

２ 方法 

研究 1の質問紙調査にて，特別支援学校から特

別支援学校または医療機関が支援機関であるとい

う理解啓発を受けており，外部専門職を活用また

は活用に対する期待感を持っている A 小学校の B

教員と C 小学校の D 教員の 2 名とする。なお，D

教員の意向により C小学校に関しては特別支援教

育コーディネーター（以下，特支 Co.とする。）で

ある E 教員も加えた計 3 名に Web 会議システム

（Zoom）による半構造化面接を行った。質問項目

は，1）指導上の取組における課題と捉えた理由と

校内および外部専門職活用による解決状況の背景

と具体的な支援内容，2）他者との協働に関する意

識，3）他者との協働の関連要因とした。 

３ 結果と考察 

 他者との協働を必要であると捉えた理由につい

て，B 教員は「他の教員とかかわることで当該児

に関する実態情報の収集といった担任教員自身に

メリットがある」，D教員は「教員自身の対応の幅

が広がっただけでなく，当該児から他者に援助を

求める契機にも繋がった」と述べていた。よって，

教員は個人でかかわるのではなく，他の教員や児

童も含めてかかわっていくことが重要であること

から，他者との協働は必要であることが示唆され

た。今回，校内職員との協働に関するエピソード

が多かったことから，校内での協働は自然に行っ

ていることが推測された。 

 外部専門職を活用した理由および活用はしなか

ったが，外部専門職活用への期待感を抱いた理由

について，活用した B教員は「手術の予定なども

あるから，Drから最新の情報を聞きながら指導を

行っていった方がいい」，活用しなかった D 教員

（n=131）

特別支援学校 外部専門家

件（％） 件（％）

当該児の心理・行動特性の理解 1（0.8） 6（4.6）

当該児の心理・行動特性への対応 1（0.8） 7（5.3）

当該児の姿勢や身体の動き・運動への対応 11（8.4） 18（13.7）

当該児のものの見え方や捉えにくさへの対応 4（3.1） 6（4.6）

当該児のための校内の環境整備 3（2.3） 2（1.5）

当該児のための校内の支援体制 2（1.5） 3（2.3）

当該児の個別の指導計画の作成 2（1.5） 0（0.0）

当該児の個別の教育支援計画の作成 1（0.8） 2（1.5）

当該児への国語や体育等の教科指導 6（4.6） 6（4.6）

当該児への学習内容の変更や調整 2（1.5） 0（0.0）

当該児への学習内容の支援や配慮事項 2（1.5） 0（0.0）

当該児への自立活動の指導 5（3.8） 5（3.8）

交流学級との交流 4（3.1） 0（0.0）

教科学習等に必要な教材・教具の情報提供・活用 7（5.3） 3（2.3）

支援機器を含む補助具の情報提供・活用 4（3.1） 5（3.8）

教材・教具，補助具，施設設備の借用 2（1.5） 1（0.8）

関係機関（福祉，医療，労働等）への連絡や調整 3（2.3） 5（3.8）

研修会やワークショップの開催 1（0.8） 1（0.8）

合計 61 70

表5　外部専門職の活用状況

課題と捉えた指導上の取組

活用状況

図2　外部専門家の活用状況（複数回答，n=99）
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有り 無し 合計

無し 21 14 35

有り 9 0 9

合計 30 14 44

外部専門職の活用の有無

特別支援教育

経験の有無

表6　特別支援居郁経験と外部専門職活用のクロス集計



 

は「産休代替で 5月から受け持ったが，本来なら

特別支援学校からの連携訪問で児童の心理面や行

動特性に関する指導を貰いたかった」と述べてい

た。これらのことから，活用することで指導に効

果があることを期待していたため，外部専門職を

活用したいと考えていたが，校内職員と外部専門

職との協働における解決策には違いがあることが

示唆された。 

 その外部専門職との協働について，B 教員と D

教員はいずれも，特に医療機関に所属している外

部専門家との協働に違いがあると述べていた。こ

れは，「教員と医療の専門家という立場の違いから，

専門性が異なっている」からである。そのため，

「外部専門家から助言を受けても学校教育に取り

入れにくい」と述べていたことから，助言を生か

し切れていない現状が推測された。 

 最後に，外部専門職との協働を促す要因につい

て，B 教員は「研修会にて，特別支援学校は相談

を受けてくれる専門の部署があることを知り，よ

り身近に感じた」と述べていた。このことから，

特別支援学校からの外部専門職に関する理解啓発

があることによって，外部専門職の活用が促され

ることが示唆された。徳永・新谷・生駒(2016)は，

小・中学校の特支 Co.担当教員は担当していない

教員よりも，特別支援学校に対して相談しやすい

ことを指摘している。この理由は，特別支援学校

をはじめとする専門職が助言・援助を行う外部専

門職であるということの理解不足を要因として挙

げていた。よって，特別支援学校からの外部専門

職に関する理解啓発については，今後，より詳細

に検討していく必要がある。 

 

Ⅴ 総合考察 

 本研究結果から，小学校の肢体特別支援学級を

支援する外部専門職は，教育者である特別支援学

校が自校の実践を踏まえた助言・援助機能を発揮

していくことが，外部専門家よりも優位に支援が

行えることが示唆された。また，助言・援助機能

を優位に行っていくためには，特別支援学校が外

部専門職に関する理解啓発を地域校に積極的に行

っていく必要があることが推察された。 
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